
Ⅰ 令和５年度事業報告について 
 
 

１ 評議員会、理事会の開催状況について 
 
（１）評議員会 

 ・第１回評議員会 

   日 時  令和５年６月２７日（火）１０時００分～１０時２５分 

   場 所  ソフトパークセンタービル３階 研修室 

議 題  第１号議案 令和４年度事業報告及び財務諸表等の承認について      

第２号議案 理事の選任について 

      第３号議案 監事の選任について 

      第４号議案 評議員の選任について 

  

・第２回評議員会 

   日 時  令和６年１月３１日（水） 書面決議 

   議 題  第１号議案 理事の選任について 

         

（２）理事会   

・第１回理事会 

   日 時  令和５年６月１２日（月）１３時３０分～１４時３０分 

   場 所  大分第２ソフィアプラザビル２階 ソフィアホール 

   議 題  第１号議案 令和４年度事業報告について 

        第２号議案 令和４年度決算について 

第３号議案 定時評議員会の開催について 

第４号議案 顧問の選任について 

                 

・第２回理事会 

   日 時  令和５年６月３０日（金） 書面決議 

   議 題  第１号議案 専務理事の選定及び報酬月額の承認について 

 

・第３回理事会 

   日 時  令和６年１月１２日（金） 書面決議 

   議 題  第１号議案 臨時評議員会の開催について 

 

・第４回理事会 

   日 時  令和６年２月２８日（水）１３時３０分～１４時１５分 

   場 所  大分第２ソフィアプラザビル２階 ソフィアホール 

議 題  第１号議案 令和５年度補正予算について 

        第２号議案 令和６年度事業計画について 

第３号議案 令和６年度当初予算について 

        第４号議案 令和６年度資産運用方針について 

        第５号議案 令和６年度会計監査人の報酬について 

        第６号議案 職員就業規程の改正について 

        第７号議案 契約職員就業規程の改正について 

        第８号議案 育児休業等・介護休暇等に関する規程の改正について 

        第９号議案 文書及び公印の管理に関する規程の改正について 

        第 10号議案 第４期中期経営計画の改訂について 
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２ 令和５年度事業総括について 

  

中小企業を取り巻く環境は、新型コロナの収束の兆しや景気が回復基調にある中

で、不安定な国際情勢の影響等もあり、円安による原材料や燃油価格が高騰するなど、

事業活動にも支障が生じた。 

また、少子高齢化等による人手不足を背景に、人材の確保だけでなく人材の定着と

いう観点から賃上げを行う企業が増加するなどの動きが見られた。 

 

一方で、業務効率化等を目的としたＡＩやロボットの導入、ＤＸなどにより、仕事

のあり方に変革が起き、新しいビジネスモデルが生まれている。 

 

こうした中で、当機構は「県産業経済の発展に寄与する」という目的を達成するた

め、第四期中期経営計画に基づき、「ＤＸの推進」を共通の柱として、「先端技術産

業の創出」、「新事業活動支援」、「経営力の安定・強化」、「分野別集中支援」、

「多様な人材の育成・活躍推進」の５つの事業戦略を下記のとおり推進し、中核的支

援機関として中小企業を取り巻く環境変化に耐えうるよう前向きな取組を支援した。 

 

（１）先端技術産業の創出 

  新技術等の研究開発支援等により先端技術産業の創出に取り組むとともに、中

小製造業の生産性向上による競争力強化を図るため、先端技術分野参入に向けた

伴走支援を行った。 

 

（２）新事業活動支援 

企業のイノベーション推進の基本プランとなる経営革新計画の策定支援や起業 

・創業支援、旗艦商品となる新商品開発支援のほか、６次産業化の発展支援や産 

学官金連携、異業種交流の推進に取り組んだ。 

 

（３）経営力の安定・強化 

経営に関する幅広な相談対応を行うとともに、県外発注企業の開拓などによる

取引拡大や商談会出展補助による販路開拓支援など中小企業の経営の安定・強化

に繫がる事業を実施した。 

 

（４）分野別集中支援 

    自動車産業への参入を目指す企業に対して発注候補先となる自動車関連企業の 

紹介や、展示会での県内企業のＰＲ、次世代自動車に向けた事業支援等に取り組 

んだほか、半導体関連産業の振興に取り組んだ。 

 

（５）多様な人材の育成・活躍推進 

中小企業の経営力、技術力、情報力の強化のため管理職の養成、人事・組織の 

活性化、財務管理、能力開発等について、部門別に研修を実施した。 
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